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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期
第１四半期
連結累計期間

第62期
第１四半期
連結累計期間

第61期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 492,226 498,421 2,695,179

経常利益又は経常損失（△） （千円） △56,460 △108,072 79,947

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益

（千円） △58,917 △109,080 167,574

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △59,352 △108,012 150,285

純資産額 （千円） 2,874,629 2,807,199 2,915,212

総資産額 （千円） 3,765,950 3,676,201 3,705,019

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額

（円） △14.16 △30.85 44.32

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 76.3 76.4 78.7

　（注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期純損失又は当期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純損失又は親会社株主に

帰属する当期純利益」としております。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国では住宅市場や雇用の改善が進むなど緩やかな景気の回復

傾向が続き、また欧州においても、景気下振れのリスクを抱えつつも、全体的に景気持ち直しの動きが続いており

ます。

　中国を中心とした新興国におきましては、先進国経済の影響による輸出減や個人消費の低迷により成長率が鈍化

しており、厳しい状況が続いております。

　わが国経済におきましては、政府主導による経済政策を背景に、緩やかな景気の回復傾向が続いているものの、

原材料価格の上昇などの影響による景気下振れも懸念されております。

　このような経済環境の中、当社グループが関連する業界におきましては、民生機器をはじめとした電子機器のデ

ジタル化の進展、地デジ対応需要の一巡などにより成熟化が進んでおります。また、企業の設備投資に対する姿勢

は依然として慎重であることから、電波関連機器をはじめ、民生家電関連などの生産設備で全般的に設備投資が縮

小されました。しかしながら、４Ｋ映像フォーマット対応関連設備などを中心に、ビデオ関連機器が堅調に推移し

たことにより売上は増加いたしました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は498百万円（前年同期比1.3％増）、経常損失108百万円（前

年同期は56百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失109百万円（前年同期は58百万円の親会社株

主に帰属する四半期純損失）となりました。

　セグメントの業績につきましては、当社グループの事業が電気計測器の開発と製造、販売を行う単一のセグメン

トであるため、記載を省略しております。

　これに代わる売上高の品目別内訳及び地域別内訳は次のとおりであります。

＜品目別内訳＞

①　ビデオ関連機器

　国内では４Ｋ映像フォーマット対応関連設備を中心に堅調に推移しましたが、海外では中国を中心としたアジ

アなどにおいて需要が停滞したことにより、売上はわずかな増加となりました。

　この結果、売上高は430百万円（前年同期比0.9％増）となりました。

②　電波関連機器

　テレビの電界強度測定器及びデジタル放送関連の生産設備で需要が停滞し、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は25百万円（同10.7％減）となりました。

③　その他

　民生家電関連などの生産設備では全般的に設備投資が縮小されましたが、オシロスコープ及び信号発生器など

で動きが見られ、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は42百万円（同14.8％増）となりました。
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＜地域別内訳＞

①　日本

　日本国内におきましては、政府主導による経済政策を背景に、緩やかな景気の回復傾向が続いているものの、

原材料価格の上昇などの影響による景気下振れも懸念されております。

　このような状況の中、当社グループが関連する業界におきましては、企業の設備投資に対する姿勢は依然とし

て慎重であることから、電波関連機器をはじめ、民生家電関連などの生産設備で全般的に設備投資が縮小された

ものの、４Ｋ映像フォーマット対応関連設備が堅調に推移し、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は290百万円（同10.8％増）となりました。

②　北米・中南米

　北米・中南米におきましては、主力の放送関連設備の需要が堅調に推移したことに加え、円安の影響もあり、

売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は147百万円（同36.4％増）となりました。

③　アジア

　アジアにおきましては、中国を中心に主力の放送関連設備の需要が停滞し、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は45百万円（同50.9％減）となりました。

④　その他

　欧州におきましては、放送関連設備の需要が停滞し、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は15百万円（同47.4％減）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、125百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,010,434

計 12,010,434

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成27年８月７日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 4,191,801 4,191,801
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 4,191,801 4,191,801 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 4,191,801 － 1,163,233 － 1,272,297

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

EDINET提出書類

リーダー電子株式会社(E02005)

四半期報告書

 6/17



（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　655,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,508,000 3,508 －

単元未満株式 普通株式 　　28,801 － －

発行済株式総数 4,191,801 － －

総株主の議決権 － 3,508 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

リーダー電子株式会社
横浜市港北区綱島東

二丁目６番33号
655,000 － 655,000 15.63

計 － 655,000 － 655,000 15.63

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は655,719株であります。

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,815,596 1,815,108

受取手形及び売掛金 697,599 505,008

商品及び製品 150,536 197,657

仕掛品 9,788 17,222

原材料及び貯蔵品 151,140 152,212

繰延税金資産 793 －

未収還付法人税等 298 515

その他 116,183 228,713

貸倒引当金 △741 △740

流動資産合計 2,941,196 2,915,696

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 525,255 523,830

土地 12,420 12,420

その他（純額） 25,612 25,741

有形固定資産合計 563,288 561,992

無形固定資産 51,919 47,315

投資その他の資産   

投資有価証券 77,495 79,603

生命保険積立金 54,917 56,048

その他 18,174 17,516

貸倒引当金 △1,971 △1,971

投資その他の資産合計 148,615 151,197

固定資産合計 763,823 760,504

資産合計 3,705,019 3,676,201
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 145,890 244,200

未払法人税等 15,291 3,863

賞与引当金 26,128 12,904

その他 77,844 91,365

流動負債合計 265,155 352,333

固定負債   

繰延税金負債 9,801 10,358

退職給付に係る負債 499,670 505,599

その他 15,180 710

固定負債合計 524,651 516,668

負債合計 789,807 869,002

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,163,233 1,163,233

資本剰余金 1,272,297 1,272,297

利益剰余金 824,619 715,538

自己株式 △202,447 △202,447

株主資本合計 3,057,703 2,948,622

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 14,336 15,633

為替換算調整勘定 △156,827 △157,055

その他の包括利益累計額合計 △142,490 △141,422

純資産合計 2,915,212 2,807,199

負債純資産合計 3,705,019 3,676,201
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 492,226 498,421

売上原価 256,687 243,442

売上総利益 235,538 254,979

販売費及び一般管理費 295,859 367,100

営業損失（△） △60,320 △112,121

営業外収益   

受取利息 125 85

受取配当金 3,141 934

為替差益 － 2,199

助成金収入 3,125 －

貸倒引当金戻入額 18 －

物品売却益 － 1,266

その他 210 158

営業外収益合計 6,622 4,644

営業外費用   

売上割引 338 477

為替差損 1,306 －

保険解約損 962 －

その他 153 118

営業外費用合計 2,761 595

経常損失（△） △56,460 △108,072

特別利益   

固定資産売却益 － 1,367

特別利益合計 － 1,367

特別損失   

固定資産除却損 413 79

特別損失合計 413 79

税金等調整前四半期純損失（△） △56,873 △106,785

法人税、住民税及び事業税 2,044 1,557

法人税等調整額 － 738

法人税等合計 2,044 2,295

四半期純損失（△） △58,917 △109,080

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △58,917 △109,080
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純損失（△） △58,917 △109,080

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 4,675 1,296

為替換算調整勘定 △5,109 △228

その他の包括利益合計 △434 1,068

四半期包括利益 △59,352 △108,012

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △59,352 △108,012

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に

対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企

業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連

結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変

更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるた

め、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替

えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 16,473千円 13,872千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

　配当金支払額

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　配当金支払額

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

　当社グループの事業は電気計測器の開発と製造、販売を行う単一のセグメントであるため、記載を省略して

おります。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

　１株当たり四半期純損失金額 14円16銭 30円85銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（千

円）
58,917 109,080

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（千円）
58,917 109,080

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,159 3,536

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

リーダー電子株式会社(E02005)

四半期報告書

16/17



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月７日

リーダー電子株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 出口　賢二　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　正広　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているリーダー電子株
式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から
平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結
財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半
期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、リーダー電子株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての
重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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